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●政府研究開発投資の
拡充

期間内の科学技術関係経費

総額の規模は１７兆円
（実績：１７.６兆円）

●新たな研究開発システム
の構築

・競争的研究資金の拡充
・ポストドクター１万人計画
・産学官の人的交流の促進
・評価の実施 等

●政府研究開発投資の
拡充

期間内の科学技術関係経費

総額の規模は１７兆円
（実績：１７.６兆円）

●新たな研究開発システム
の構築

・競争的研究資金の拡充
・ポストドクター１万人計画
・産学官の人的交流の促進
・評価の実施 等

●基本理念
・新しい知の創造
・知による活力の創出
・知による豊かな社会の創生

●政策の柱
・戦略的重点化
－基礎研究の推進
－重点分野の設定
・科学技術システム改革
－競争的研究資金倍増
－産学官連携の強化 等

・２期総額規模は２４兆円
（実績：２１.１兆円）
・３期総額規模は２５兆円
（実績：21.7兆円）

●基本理念
・新しい知の創造
・知による活力の創出
・知による豊かな社会の創生

●政策の柱
・戦略的重点化
－基礎研究の推進
－重点分野の設定
・科学技術システム改革
－競争的研究資金倍増
－産学官連携の強化 等

・２期総額規模は２４兆円
（実績：２１.１兆円）
・３期総額規模は２５兆円
（実績：21.7兆円）

●基本認識と基本方針
重要課題を設定して、その対応戦略を策定
し、研究開発を推進することが必要

・科学技術イノベーションの一体的展開
・人材とそれを支える組織の役割の重視

・社会とともに創り進める政策の実現

●持続的な成長と社会の発展の実現
・震災からの復興、再生の実現
・グリーン、ライフイノベーション等

●基礎研究と人材育成の強化 等
・世界トップレベルの基礎研究の強化と次代を
担う人材の育成
・PDCAサイクルの確立やアクション
プラン等の改革の徹底

●基本認識と基本方針
重要課題を設定して、その対応戦略を策定
し、研究開発を推進することが必要

・科学技術イノベーションの一体的展開
・人材とそれを支える組織の役割の重視

・社会とともに創り進める政策の実現
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・グリーン、ライフイノベーション等

●基礎研究と人材育成の強化 等
・世界トップレベルの基礎研究の強化と次代を
担う人材の育成
・PDCAサイクルの確立やアクション
プラン等の改革の徹底

総額規模は２５兆円

内閣府作成資料を基に文部科学省作成
※科学技術イノベーション：科学的な発見や発明等による新たな知識を基にした知的・文化的価値の創造と、

それらの知識を発展させて経済的、社会的・公共的価値の創造に結びつける革新

科学技術基本計画の推移科学技術基本計画の推移
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第４期科学技術基本計画期間中における主な取組（１）第４期科学技術基本計画期間中における主な取組（１）

【実効性のある科学技術イノベーション政策の推進】

○ 総合科学技術・イノベーション会議の創設

総合科学技術会議の司令塔機能強化のため、総合科学技術会議及び内閣府の所掌事務の追加、総合科学技術会議を「総合科学技術・
イノベーション会議」に改組する等を規定した「内閣府設置法の一部を改正する法律」が平成26年4月に成立し、同年5月に施行。

○ 科学技術イノベーション総合戦略の策定、科学技術関係予算の戦略的重点化

平成25年6月に、科学技術イノベーション政策の全体像を含む長期のビジョンと、その実現に向けて実行していく政策を取りまとめた短期
の行動プログラムを持つ「科学技術イノベーション総合戦略」を閣議決定。平成26年6月に「科学技術イノベーション総合戦略2014」として更
新。また、平成26年度予算編成より、内閣府に「科学技術イノベーション予算戦略会議」を設置し、政府全体の科学技術関係予算の重点化
等を主導するプロセスを導入。

○ 「政策のための科学」の取組開始

平成23年度より、経済・社会の状況を多面的な視点から分析・把握した上で、課題対応等に向けた有効な政策を立案する「客観的根拠に
基づく政策形成」の実現に向けた「政策のための科学」のための体制・基盤の整備、研究推進、人材育成を開始。

○ 研究開発評価指針の改定

平成24年12月に「国の研究開発評価に関する大綱的指針」を改定し、研究開発プログラムの評価の導入やアウトカム指標による目標の
設定の促進を提示。平成26年４月改定の「文部科学省における研究及び開発に関する評価指針」では、大綱的指針で示された内容に加え
て、ハイリスク研究や学際・融合領域・領域間連携研究等の推進、次代を担う若手研究者の育成・支援の推進等の観点を追加。

○ 科学技術・学術審議会における建議及び決定

科学技術・学術審議会は、平成25年1月に「東日本大震災を踏まえた今後の科学技術・学術政策の在り方について」（建議）を取りまとめ
るとともに、同年4月に「我が国の研究開発力の抜本的強化のための基本方針」を決定。
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第４期科学技術基本計画期間中における主な取組（２）第４期科学技術基本計画期間中における主な取組（２）

【科学技術イノベーションシステムの改革】

○ 研究開発力強化法の改正

平成25年12月に「研究開発力強化法の一部を改正する法律」が成立。研究開発法人、大学等の研究者等について、労働契約法の特例
等を定めるとともに、新たな研究開発法人制度の創設、我が国及び国民の安全に係る研究開発等に対して必要な資源の配分を行うことの
明確化、研究開発法人に対する出資業務の追加等について規定。

○ 新たな研究開発法人制度の創設

研究開発力強化法の改正などを踏まえ、平成25年12月に「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」を閣議決定し、研究開発型の
法人を他の法人とは異なるカテゴリーの法人と位置付けた上で、研究開発の最大化を法人の第一目的とし、そのために必要な仕組みの整
備や「特定国立研究開発法人（仮称）」の創設等を盛り込んだ。平成26年６月に「独立行政法人通則法の一部を改正する法律」が成立し、
研究開発型の法人は「国立研究開発法人」として分類された。

○ 新しい産学官協働の「場」の構築

平成25年度より、「革新的イノベーション創出プログラム（COI STREAM）」として、大学や公的研究機関、産業界等が集い、世界と戦える
大規模産学連携研究開発拠点を構築・運営することにより、基礎研究段階から実用化を目指して産学協同で研究開発を集中的に実施する
ことで革新的なイノベーションを連続的に実現し、新産業の創出を目指す取組を開始。

【重要課題達成のための施策】

○ 革新的研究開発推進プログラム（ImPACT）、戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）の創設
科学技術イノベーション総合戦略に基づき、総合科学技術・イノベーション会議が司令塔機能を発揮し、実現すれば産業や社会の在り方
に大きな変革をもたらす革新的な科学技術イノベーションの創出を目指し、ハイリスク・ハイインパクトな挑戦的研究開発を推進する
ImPACT（平成25年度補正予算550億円）並びに府省・分野の枠を超えて基礎研究から実用化・事業化までを見据えた研究開発等を推進
するSIP（平成26年度予算額500億円）を創設。

○ 医療研究開発の推進体制の整備

日本再興戦略（健康・医療戦略）に基づき、平成25年８月に医療分野の研究開発の司令塔機能を担う「健康・医療戦略推進本部」を設置
し、同本部の下で平成26年度医療分野の予算要求配分調整を実施。また、今後の健康・医療戦略の策定、研究開発や助成等の関連業務
を行うことを目的とする日本医療研究開発機構を設置するための関連法が平成26年５月に成立。
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第４期科学技術基本計画期間中における主な取組（３）第４期科学技術基本計画期間中における主な取組（３）

○ 第２次大学院教育振興施策要綱の策定、リーディング大学院の形成支援の開始

平成23年８月に「第２次大学院教育振興施策要綱」を策定し、大学院教育の質の保証・向上のための施策を推進。具体的には、平成23年
度より「リーディング大学院」の形成支援を開始するとともに、平成24年３月に体系的な博士課程教育を実施するための大学院設置基準等
の改正等の取組を実施。

○ 国立大学改革プランの策定、学校教育法等改正による大学のガバナンス強化

平成25年11月に「国立大学改革プラン」を発表し、持続的な「競争力」を持ち、高い付加価値を生み出す国立大学を目指した方策を取りま
とめ。機能強化を実現するための方策として、国際水準の教育研究の展開、人事・給与システムの弾力化、ガバナンス機能の強化等を推進
する方向性を明記。平成26年６月には大学のガバナンス強化のための規定を盛り込んだ「学校教育法及び国立大学法人法の一部を改正す
る法律」が成立。

○ 第３次国立大学法人等施設整備５か年計画の策定、推進

平成23年８月に「第３次国立大学法人等施設整備５か年計画（平成23～27年度）」を策定し、計画的かつ重点的な施設整備を推進。優先
的に整備すべき対象として３本の柱を提示しており、平成26年度当初予算に係る事業の完了後の進捗率は、それぞれ、①老朽改善整備は
56%、②狭あい解消整備は89%、③大学附属病院の再生は87%となる見込み。

【基礎研究及び人材育成の強化】

○ 科研費（科学研究費助成事業）の基金化の実現

科研費の平成23年度予算において、研究費の年度による制約を無くすため、「基盤研究（Ｃ）」、「挑戦的萌芽研究」及び「若手研究（Ｂ）」を
基金化する抜本的な制度改革を実施。さらに、平成24年度予算においては、新たに「基盤研究（Ｂ）」及び「若手研究（Ａ）」の新規採択課題分
に基金化を導入。

○ 大学等における研究力強化の取組の支援開始

平成25年度より、世界水準の優れた研究活動を行う大学群を増強するため、定量的な指標に基づき、大学等における研究マネジメント人
材群の確実な配置や集中的な研究環境改革等の研究力強化の取組を支援・促進することを通じて、我が国の全体の研究力強化に資する
「研究大学強化促進事業」を開始。


